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          　　　　　 東洋町長の応募書を「受理」しないことを求める申し入れ書

　高知県東洋町の田嶋裕起町長が2007年1月25日付で提出した応募書を、貴職はホームページで「東洋町よりいただきました」と記しています。つまり受け取っただけで「受理」してはいません。　　

わたしたちは「応募地区の地質的な条件が文献調査の対象となることを確認」しないこと、つまり正式な「受理」をしないよう、強く申し入れます。
　東洋町長の今回の応募に至った概略を、私たちは以下のように理解しています。

・1月15日

　　町民の６割を越える高レベル処分場への応募反対の請願署名を、５人の紹介議員を得て議長に提出。
議長も応募反対（議員10人中6人が反対）。2006年3月の応募、発覚。
・1月25日

　　午後、請願の取扱を相談するため、全員協議会開催。

　　全員協議会の冒頭で町長が、１月25日午前に応募書を提出したと報告。

・高知県知事、地元の同意、理解が得られていない。隣接自治体の室戸市長、同市議会ともに反対。

・徳島県知事、手続き上瑕疵がある申請を受け付け、遺憾。隣接する海陽町、牟岐町、美波町、反対。

　わたしたちはこの状況での応募は東洋町長の暴挙であると判断します。

　応募書提出後、東洋町長に対する町民や周辺自治体、議会の対応は、日を追うごとに厳しさを増しています。
　

  こうした状況から、電事連の勝俣会長でさえ1月26日の記者会見で、東洋町が文献調査に応募したことをありがたいとしながらも「住民の合意が十分ではないとうかがっており、憂慮している。」（電気新聞　1月29日）と述べています。高レベル処分場を最も必要としている排出側の電事連でさえ憂慮する状況と認めています。 
　一方、貴機構の電子パンフレット「高レベル放射性廃棄物処分の安全・確実な処分に向けて」には、基本姿勢として地域の自主性の尊重や透明性の重視等により、安心と信頼を得たいと記しています。また、「各段階の選定において、プロセスの透明性を確保し、自治体や地域住民の意見が反映されるシステムとなっています。」と明記しています。その貴職が応募書を「受理」することがあれば、言行不一致です。
　貴職が敢えて応募書を「受理」すれば、首長の独断応募を助長する組織であることを広く国民に示し、高レベル放射性廃棄物処分地選定作業に国民の理解を得ることがきわめて困難になると考えます。
特に原子力機構の高レベル放射性廃棄物処分研究施設・超深地層研究所を抱える、私たち岐阜県の住民団体は、決して「受理」を認めません。                            

　　　　　　　　　　　　　　　

　　貴職は住民の意思を無視し、議会を無視し、周辺自治体の要請を無視した東洋町長の独断による応募書を
「受理」すべきではありません。
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